
＜資料３－１＞

頁 内容 頁 内容

p.7 ー p.7
　※２　長期収支に反映する想定費用として、１期の事業費を基に

面積按分等により見込んだもの。
　注釈として、想定費用の算定方法を※２で追加。

p.9 　大阪港埋立事業の累積資金残高（2075(R57)年度まで） p.9
　港営事業会計（大阪港埋立事業）の累積資金残高（2075(R57)年

度まで）
　グラフの題名として、会計名を追記。

p.9
　※　大阪港埋立事業の長期収支見込み【2023（R5）～2075

（R57）年度）】より参考・引用。
p.9

　※　大阪港埋立事業の長期収支見込み【2023（R5）～2075

（R57）年度）】令和６年10月時点公表データより参考・引用。
　注釈に令和６年10月時点公表データであることを追記。

p.11 p.11 　各会議における評価の視点をそれぞれ追加。

p.11 p.11

　各会議について、検証方法の説明を追加。

　また、２つの視点についての説明を追加。

ー ー p.13
　土地課題対策の費用計上前後での長期収支の見通しがどう変化し

たのか確認するために、計上前後の収支を示したグラフを追加。

修正前 修正後
備考
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＜資料３－２＞

頁 内容 頁 内容

p.4 p.4
　本市業再評価の対象エリアが分かるように、本事業対象範囲の図

示を追加。

p.10 　大阪港埋立事業の累積資金残高（今後10年間） p.10 　港営事業会計（大阪港埋立事業）の累積資金残高（今後10年間） 　グラフの題名として、会計名を追記。

p.10 ー p.10
咲洲、舞洲、鶴浜、夢洲の４つの地区全体における累積資金残高グ

ラフ
　グラフの前提条件として補足説明を追加。

p.10 ※ 令和6年10月時点公表データより p.10

※ 令和6年10月時点公表データより

　　大阪市HP（港営事業会計の長期収支見込）

　　URL：https://www.city.osaka.lg.jp/port/page/0000212675.html

　データの公表先にアクセスできるように、長期収支のHPのURLを

追加。

p.11

　平成29年、大阪府・関西経済界とともに「夢洲まちづくり構想」

を策定し、国際物流機能の強化とともに、大阪の成長をけん引する

新たな国際観光拠点の形成を図ることとした。

p.11

　平成29年、大阪府・関西経済界とともに「夢洲まちづくり構想」

を策定し、国際物流機能の強化とともに、大規模なまちづくりが可

能な用地を確保できる夢洲において、大阪の成長をけん引する新た

な国際観光拠点の形成を図ることとした。

　夢洲で国際観光拠点の開発が必要である理由の補足として、３ポ

ツ目に「大規模なまちづくりが可能な用地を確保できる夢洲におい

て、」を追記。

p.11 ー p.11

　令和元年、人口減少や超高齢化が進み、需要・労働力の減少など

が懸念される中において、今後の市場拡大など将来性が見込まれる

成長産業である観光への注力が必要であり、大阪の更なる成長のた

めに、大阪・夢洲地区特定複合観光施設（IR）設置運営事業の設置

運営事業予定者の公募を開始した。

　夢洲で国際観光拠点の開発が必要である理由の補足として、５ポ

ツ目「令和元年～」を追加。

修正前 修正後
備考
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p.17

　現在、2025年日本国際博覧会の開催及びIR開業に向けた整備や万

博跡地における第2期区域の開発に向けたマスタープランの策定に

向けた取り組みを実施しており、今後の整備（第2期、第3期開発

等）なども含めて、大阪の成長をけん引する新たな国際観光拠点の

形成にあたり、夢洲の土地利用の必要性が高まっていることから、

本事業を継続して実施する必要がある。

p.17

　大阪を取り巻く状況として、経済低迷、少子高齢社会などの大き

な課題が存在しており、低迷する経済の状況や将来的な人口減少に

伴う国内需要の低下を阻止し、需要を喚起するため、アジア各国・

地域の活力を取り込むなど、国内外から人・モノ・投資を呼び込む

ための大阪経済成長の起爆剤が必要な状況である。よって、大規模

なまちづくりが可能な用地を確保できる夢洲において「新たな国際

観光拠点」の形成を図り、大阪の更なる成長が求められている。

　現在、2025年日本国際博覧会の開催及びIR開業に向けた整備や万

博跡地における第2期区域の開発に向けたマスタープランの策定に

向けた取り組みを実施しており、今後の整備（第2期、第3期開発

等）なども含めて、大阪の成長をけん引する新たな国際観光拠点の

形成にあたり、夢洲の土地利用の必要性が高まっていることから、

本事業を継続して実施する必要がある。

　夢洲で国際観光拠点の開発が必要である理由の補足として、「大

阪の取り巻く状況などの背景（１段落目）」を追記。

p.21 　※　令和６年10月時点公表データより p.21
　※１　令和６年10月時点公表データより

　※２　埋立事業費に夢洲土地造成事業が含まれている

　説明として、埋立事業費に夢洲土地造成事業の費用が含まれてい

ることを追記。

ー ー p.26 　土地課題対策の補足説明として追加。
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